（別記様式２）
許 　可 　通 　知 　書

住　所　
申 請 者

氏　名　
　　年　月　日付けで申請のあった建築行為等については、土地区画整理法（昭和29年
法律第119号）第76条第１項及び第３項の規定により、条件を付して、次のとおり許可します。
許可番号　　　長建開区　第　　　　 号
許可年月日　　　　　　 　　年　　月　　日

長 岡 市 長　　　　　　　　　　　　
	条　件




※　太線の中は記入しないでください。

	建築行為等の場所
	長岡市 　　　 土地区画整理事業地内の（保留・仮換）地 　　 街区 　　

	建築行為等の種類
	　（ 建築物 ・ 工作物 ）の（ 新 ・ 改 ・ 増 ）築

　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	建築行為等の概要
	用 　　 途
	

	
	構 　　 造
	

	
	床　面　積
	１ 
	２
	３
	合　　計

	
	
	㎡

	㎡

	㎡

	㎡




副





（教示）


１　この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に長岡市長に対して審査請求することができます。


２　この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に長岡市を被告として（訴訟において長岡市を代表する者は長岡市長となります。以下３において同じ。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。


３　上記１の審査請求をした場合においては、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に長岡市を被告として、処分の取消しの訴えを提起することができます。


４　処分の取消しの訴えは、処分又は裁決の日から１年を経過したときは、提起することができません。








